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平
成
26
年
度  

決
算
の
状
況

町
で
は
毎
年
、
予
算
の
執
行
状
況
や
決
算
に
つ
い
て
公
表
し
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
の
か
を
お
伝
え
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
町
の
平
成
26
年
度
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
な
お
、
詳
細
は
「
ま
ち
づ
く
り
読
本
」（
決
算
説
明
書
）
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

問
合
せ　
総
務
課
財
務
・
情
報
グ
ル
ー
プ　
☎
76
・
２
１
３
１

平成26年度 各会計決算額
会　　　計 収　　入 支　　出 差　 引

一 般 会 計 63億5512万円 61億4236万円 2億1276万円

特 

別 

会 

計

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計 3億8254万円 3億8160万円 94万円

後期高齢者医療
特 別 会 計 	 1億	 272万円 	 1億	 267万円 5万円

下 水 道 事 業
特 別 会 計 1億7572万円 1億7572万円 0円

農業集落排水事業
特 別 会 計 3035万円 3035万円 0円

合　　計 70億4645万円 68億3270万円 2億1375万円

一般会計の収入と支出の内訳

　自主財源とは、まちが自主的に得られる財源で、町税や施設使用料などがあります。
　依存財源とは、国や北海道の基準に基づいて交付されたり、割り当てられる財源で、地方
交付税や国庫支出金、道支出金、借金などがあります。

収 入

地方交付税
31億7784万円

依存財源
53億5088万円

自主財源
10億424万円

町税以外の自主的収入
4億2407万円

町税
5億8017万円

国や北海道が集めた
税金の分配
2億852万円

北海道からの補助金
4億1391万円

借金
12億2267万円

国からの補助金
3億2794万円

　国営樺戸地区土地改良事業完了による町負担金の一括償還などにより、産業の振興が前年
度に比べ11億2000万円増加しました。
　教育に関する経費は、給食センターの増築や開拓記念館の大規模改修などにより、前年度
に比べ１億5000万円増加しました。

ま
ち
の
財
政
状
況

限
ら
れ
た
財
源
で
、
計
画
的
か
つ
効
果
的
に
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

過去５年間の一般会計の収入と支出の推移
平成26年度は２億1276万円の黒字となり、毎年黒字を維持しています。

過去５年間の全会計の借金と貯金残高の推移
借金は減少傾向にあり、貯金は増加しているので、その差は縮まっています。

健全化判断比率と公営企業資金不足比率
　健全化判断比率と資金不足比率は、まちの財政状況が悪くなっていないかを確認するため
の指標で、法律によって公表することが義務付けられています。
　新十津川町は、全ての会計で赤字はなく、将来支払わなければならない負債も無理なく返
済できる金額となっています。

指　　標

健全化判断比率
資金不足比率実質赤字

比　　率
連結実質
赤字比率

実質公債費
比　　　率

将来負担
比　　率

一般会計の
赤字の大きさ

全会計通算の
赤字の大きさ

負債の返済額
の大きさ

平成27年度以降支
払わなければなら
ない負債の大きさ

下水道事業と農業
集落排水事業会計
の赤字の大きさ

早期健全化基準
（右の水準を超えると黄信号） 15% 20% 25% 350% 20%

新十津川町の比率 － － 2.3% － －

説　　明 赤字は
ありません

赤字は
ありません

健全な
水準です

借金残高を、償還
財源が上回ります

赤字は
ありません
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支 出一般管理（議会経費含む）
3億4703万円

福祉・医療
9億2343万円

環境衛生・上水道
1億9851万円

産業の振興
15億9941万円

道路・住宅
5億6233万円

消防 1億9834万円

災害救助・復旧
1701万円

議会議員・職員の
人件費 8億7588万円

貯金 1億1161万円

借金の返済 7億9312万円

合計
61億4236万円

教育 5億1569万円


